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【主な議論】

組合：原資を明らかにすること。総支給額、一人あたりの平均支給額、社員数、

社員の平均年齢を明らかにすること。

会社：他企業の発表の仕方にばらつきがあるので比較対象とならない。ＪＲ他

社も控えていることから必要がない。

組合：個々の支給額は個人で分かるが、会社の総支給額が明らかにならないと

収益に対する年末手当の支給割合が分からない。また、前年度との比較

が出来ない。

会社：明らかにする必要はない。当社の賃金水準は相当高い水準にあり、3.0

ヶ月支給の主旨は、変動に大きく左右されることなく安定的支給を維持

することが重要であると考える。

組合：総支給額は今年度賃金改定された35歳ポイント賃金の基準内賃金と補償

201５年度年末手当の会社回答

１．支払い月数は、３．０ヶ月分とする

（基礎額は11月１日現在の基準内賃金、補償措置額)

２．支給日は、１２月１０日以降準備でき次第とする

201５年度年末手当の支給に関する第３回団体交渉

年末手当3.0ヶ月回答不満！
業績の反映・社員の努力にしっかりと応えるべきだ！
本部は11月６日、2015年度年末手当第３回団体交渉を開催した。会社は回答にあた

って、「社員一人ひとりの努力による好調な業績のを下支えもあり、第２四半期の単体

での運輸収入が対前年比で105.6％となり、通期における業績も上方修正した。中央新

幹線の建設という大きな施策が動き出したが、今年度はースアップも実施した。賃金

をはじめとする当社の労働条件は、世の中の相場と比較して既に高い水準となってい

る。様々な状況を総合的に勘案して、今年度の年末手当は3.0ヶ月分支給することとし

た」と発言した。

本部は、組合要求3.5ヶ月をはるかに下回る支給月数であり、社員の労苦に全く応え

ていない回答に対して、「大いに不満である」と強く表明し、再申し入れを行う。
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措置額に3.0ヶ月と社員数を乗じた額となるのか。

会社：正確ではないがそのくらいとなる。

組合：会社は、ベアがあったから上乗せになっているという認識なのか。

会社：そうではないが、ベアがあったので額は増えている。

組合：先ほどの説明でベアのことも触れていたが、そうではないということで

いいのか。

会社：そうである。

組合：昨年より業績はかなり伸びている。会社は年末手当のベースは2.9ヶ月

で、それよりも１ヶ月上積みしていると言うが、昨年は3.0ヶ月である。

その昨年よりも業績が良いにもかかわらず、同じ3.0ヶ月など、まった

く納得できない。組合として要求の主旨、議論したことの内容がまった

く聞き入れられていない。この回答には大いに不満である。持ち帰り検

討するが、再申し入れとなると考える。

本部は、「回答」を不満として持ち帰り検討の結果、再申し入れを行います。


